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〈お問い合せ先〉
○地域から取り組む地球環境の保全
　環境文化部環境企画課　　　　TEL 086-226-7285 e-mail kanki@pref.okayama.lg.jp
　環境文化部地球温暖化対策室　TEL 086-226-7297 e-mail ontai@pref.okayama.lg.jp
※アースキーパーメンバーシップについては、
　岡山県地球温暖化防止活動推進センター　
　TEL 086-224-7272 e-mail stopco2@kankyo.or.jp
○循環型社会の形成
　環境文化部循環型社会推進課　TEL 086-226-7306 e-mail junkan@pref.okayama.lg.jp
○安全な生活環境の確保
　環境文化部環境管理課　　　　TEL 086-226-7301 e-mail kankanri@pref.okayama.lg.jp
○自然と共生した社会の形成
　環境文化部自然環境課　　　　TEL 086-226-7309 e-mail sizen@pref.okayama.lg.jp
○参加と協働による快適な環境の保全
○環境と経済が好循環する仕組みづくり
　環境文化部環境企画課　　　　TEL 086-226-7285 e-mail kanki@pref.okayama.lg.jp

中学年の部

高学年の部
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　岡山県では、走行時に二酸化炭素を排出しない環境にやさしい車として、地球
温暖化対策に高い効果が期待される電気自動車の普及拡大に取り組んでいます。

　県内の個人、事業者等の電気自動車導入を補助しました。（20万円／台）
【電気自動車の導入を支援】

電気自動車の導入促進

22年度実績

７０台

22年度実績

貸出台数（累計）

191台
乗車人数（累計）

451人

　県公用車（電気自動車５台）を活用し、休日に、県民の方に電気自動車の試乗
体験をしていただきました。

＜利用者の声＞
・乗り心地が良かった。意外とパワーがあった。
・音が静かなので、車内で会話がしやすかった。
・非常に楽しく運転できた。バッテリーの性能が向上し、
充電ポイントが充実すれば、将来購入を考えてみたい。

【電気自動車体験カーシェアリング事業の実施】

　充電設備を設置し、広く電気自動車利用者に開放す
る場合に、設置工事費の1/4を補助（上限10万円）し
ました。（旅館・ホテル等の宿泊施設に設置する場合
は、設置工事費の1/2を補助（上限30万円））

【電気自動車充電設備の設置を支援】

　電気自動車の充電に協力していただける事業者等を
募集、登録し、県HPで公表しています。
※ホームページは「EVサポートメンバ岡山」で検索してください。

【EVサポートメンバー制度の普及拡大】

　EVの普及のためには、充電切れ
の際のセーフティーネットとし
て、急速充電器の整備が早急に必
要であることから、幹線道路網や
鳥取県との連携等を勘案しつつ、
半径30km円で県内をカバーできる
よう急速充電器設置候補地を設定
（県内20ポイント）し、計画的な
急速充電器の設置を進めます。
※急速充電器とは
　電気自動車に概ね15分～30分で80％まで充電
できる充電器

【急速充電器ネットワークの構築】

電気自動車の普及促進特  集
1

充電環境の整備

県内の電気自動車普及台数

9台

78台

269台

H20 H21 H22

（14,000千円）

22年度実績

８台
（1,400千円）

22年度末

49ヶ所
（21年度末：18ヶ所）

急速充電器設置候補地

（※）
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岡山県統一 ノーレジ袋デー特  集
2

毎月10日を
「岡山県統一 ノーレジ袋デー」

　岡山県では、家庭ごみを削減する取組のひとつとして、平成12年から推進して
きたマイバッグ運動を一層強化するために、平成22年６月から

と定め、買い物の際に「マイバッグを持参し、レジ袋を受け取らないようにする
運動」を事業者、消費者・環境団体等及び市町村と協働して、全県的に実施して
います。

　初めての「岡山県統一 ノーレジ袋デー」である
平成22年６月10日には、県内25店舗でオープニン
グイベントを開催しました。
　この取組は、県内の主要なスーパーマーケット
など、351店舗の協力を得てスタートしましたが、
ドラッグストア、ホームセンター、個人店舗等に
参加が広がり22年度末には628店舗に拡大しまし
た。

　「岡山県統一 ノーレジ袋デー」の取組によって、レジ袋削減に対する県民意識
の向上を図るとともに、県民一人ひとりが自らの生活を環境にやさしいエコ・ラ
イフスタイルへと見直す「きっかけ」としていただきたいと考えています。

　県では、現在、「岡山県統一ノー
レジ袋デー」に参加していただく店
舗（事業者）を募集しています。
　ごみを削減し、環境への負荷を低
減するため、できるだけ多くの店舗
（事業者）の皆さんの参加をお待ち
しています。

【参加店舗大募集中！！】

平成２３年９月に岡山県統一ノーレジ袋デー普及啓発ソング
「♪毎月１０日はノーレジ袋デー♪」を作成しました！！

岡山県統一ノーレジ袋デー普及啓発ソング
「♪毎月１０日はノーレジ袋デー♪」

岡山県マスコット
ももっち　うらっち

ececececececececcececececcecccoooooooo
babababababbababbabababababbb ggggg
ececccce ooe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe eco

bag
ecoe

平成22年度
岡山県もったいない運動
推進ポスターコンクール
岡山県知事賞受賞作品
マイバッグ利用を呼び掛ける
小学４年生の作品
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主要施策

新岡山県環境基本計画 エコビジョン

2020
エコビジョン

2020 地域から取り組む
地球環境の保全 

基  本
目  標

1

基  本
目  標

1

　地球環境の保全は、人類共通の課題であるとともに、私たち一人ひとりの課題でもあります。岡
山県では、「新岡山県環境基本計画エコビジョン2020」に基づき、「より良い環境に恵まれた持続
可能な社会」を目指し、社会のすべての構成員の参加と協働による環境保全への不断の取組を継続
するとともに、環境を核とした地域の活性化や地域産業の振興を総合的に推進していきます。

　エコビジョン2020で目指す「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」は、環境の側面ごとにみると、「省エネルギー」、
「資源の循環」、「安全な生活環境」、「自然との共生」が実現した社会としてとらえることができます。また本県は、中国山地
から瀬戸内海まで変化に富んだ多様・多彩な地域により構成されています。その自然条件や社会環境、人口構成等は大きく異
なっており、目指す「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」のあり様も、それぞれの地域において異なります。環境の側
面ごと及び地域ごとにみた、達成すべき具体的なイメージを示します。

計画の役割
❶環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標・施策の大綱を示します。
❷環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。
❸県民、事業者、行政など社会のすべての構成員の役割と責任を示します。
❹本県の環境行政の指針として、他の行政施策や計画をより良い環境づくりに向け誘導・調整します。

計画の目的
岡山県環境基本条例の理念に基づき、
環境の保全に関する施策を総合的
かつ計画的に推進します。

目指すべき姿  平成32年度（2020年度）

「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」の実現を!

計画期間

平成20年度～平成32年度
（2008年度～2020年度）

※重点プログラムについては、平成24年度まで。

基本目標

●岡山県の将来シナリオ

P07

循環型社会の形成 循環型社会の形成 
基  本
目  標

2

基  本
目  標

2
P09

安全な生活環境の確保安全な生活環境の確保
基  本
目  標

3

基  本
目  標

3
P11

自然と共生した
社会の形成
自然と共生した
社会の形成

基  本
目  標

4
標

基  本
目  標

4
P15

参加と協働による快適な
環境の保全
参加と協働による快適な
環境の保全

推  進
目  標

1

推  進
目  標

1

推進目標

P17

環境と経済が好循環する
仕組みづくり
環境と経済が好循環する
仕組みづくり

推  進
目  標

2

推  進
目  標

2
P18

中国山地エリア
自然とふれあう県民の憩いの場や水
源、二酸化炭素吸収源、バイオマス
供給源として重要な役割。環境ビジ
ネス、エコツアーなど、新たな産業
が誕生

●環境の側面ごとの社会のイメージ

省エネルギー
省エネ機器の導入や節電、自然エネル
ギーの利用が飛躍的に普及するなど、
資源やエネルギーを浪費しないライフ
スタイルや事業活動が定着し、温室効
果ガス排出量が大きく削減

資源の循環
大量生産・大量消費・大量廃棄型社
会から脱却し、自主的、主体的な3Ｒ
（リデュース、リユース、リサイク
ル）の取組が社会に定着

安全な生活環境 自然との共生
大気や水質、化学物質、騒音・振動
など、健康や生活の平穏・快適性を
損なう要因は抑制や監視され、安全
で平穏な生活環境を確保

優れた自然環境や多様な野生生物の
生息・生育地、森林が保全され、多
くの県民が自然との日常的なふれあ
いを通じて、安らぎを実感

将来の社会を決定づける要素 ①県民等の環境や協働に対する意識と行動
②環境と経済の調和

重点プログラム  平成24年度 （～2012年度）

推 進 目 標

主要施策 主要施策

推 進 目 標基 本 目 標

参加と協働による
快適な環境の保全

環境と経済が好循環する
仕組みづくり

地域から取り組む
地球環境の保全

循環型社会
の形式

安全な
生活環境の保全

自然と共生した
社会の形成

●地域ごとの社会のイメージ
吉備高原里山エリア

岡山の原風景としての棚田や集落景
観、里地・里山を保全。農家と地域
住民が一体となって、事前環境や伝
統行事を保護・継承

市街地・田園エリア
エコライフ、省エネなどの定着によ
り、ごみや二酸化炭素排出量、大気
環境、落書きなどが改善。事業者等
の環境保全の取組が進み環境ビジネ
スへの参入も拡大

瀬戸内海エリア
瀬戸内海や児島湖の水質や藻場・干
潟が改善。ボランティア等による景
観や水辺環境の保全活動が行われ、
環境学習や住民の憩いの場として重
要な役割

①

②

私たちの目指す、ふるさと岡山の姿とは。
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「資源の循環」、「安全な生活環境」、「自然との共生」が実現した社会としてとらえることができます。また本県は、中国山地
から瀬戸内海まで変化に富んだ多様・多彩な地域により構成されています。その自然条件や社会環境、人口構成等は大きく異
なっており、目指す「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」のあり様も、それぞれの地域において異なります。環境の側
面ごと及び地域ごとにみた、達成すべき具体的なイメージを示します。

計画の役割
❶環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標・施策の大綱を示します。
❷環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。
❸県民、事業者、行政など社会のすべての構成員の役割と責任を示します。
❹本県の環境行政の指針として、他の行政施策や計画をより良い環境づくりに向け誘導・調整します。

計画の目的
岡山県環境基本条例の理念に基づき、
環境の保全に関する施策を総合的
かつ計画的に推進します。

目指すべき姿  平成32年度（2020年度）

「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」の実現を!

計画期間

平成20年度～平成32年度
（2008年度～2020年度）

※重点プログラムについては、平成24年度まで。

基本目標

●岡山県の将来シナリオ
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循環型社会の形成 循環型社会の形成 
基  本
目  標

2

基  本
目  標

2
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安全な生活環境の確保安全な生活環境の確保
基  本
目  標

3

基  本
目  標

3
P11

自然と共生した
社会の形成
自然と共生した
社会の形成

基  本
目  標

4
標

基  本
目  標

4
P15

参加と協働による快適な
環境の保全
参加と協働による快適な
環境の保全

推  進
目  標

1

推  進
目  標

1

推進目標

P17

環境と経済が好循環する
仕組みづくり
環境と経済が好循環する
仕組みづくり

推  進
目  標

2

推  進
目  標

2
P18

中国山地エリア
自然とふれあう県民の憩いの場や水
源、二酸化炭素吸収源、バイオマス
供給源として重要な役割。環境ビジ
ネス、エコツアーなど、新たな産業
が誕生

●環境の側面ごとの社会のイメージ

省エネルギー
省エネ機器の導入や節電、自然エネル
ギーの利用が飛躍的に普及するなど、
資源やエネルギーを浪費しないライフ
スタイルや事業活動が定着し、温室効
果ガス排出量が大きく削減

資源の循環
大量生産・大量消費・大量廃棄型社
会から脱却し、自主的、主体的な3Ｒ
（リデュース、リユース、リサイク
ル）の取組が社会に定着

安全な生活環境 自然との共生
大気や水質、化学物質、騒音・振動
など、健康や生活の平穏・快適性を
損なう要因は抑制や監視され、安全
で平穏な生活環境を確保

優れた自然環境や多様な野生生物の
生息・生育地、森林が保全され、多
くの県民が自然との日常的なふれあ
いを通じて、安らぎを実感

将来の社会を決定づける要素 ①県民等の環境や協働に対する意識と行動
②環境と経済の調和

重点プログラム  平成24年度 （～2012年度）

推 進 目 標

主要施策 主要施策

推 進 目 標基 本 目 標

参加と協働による
快適な環境の保全

環境と経済が好循環する
仕組みづくり

地域から取り組む
地球環境の保全

循環型社会
の形式

安全な
生活環境の保全

自然と共生した
社会の形成

●地域ごとの社会のイメージ
吉備高原里山エリア

岡山の原風景としての棚田や集落景
観、里地・里山を保全。農家と地域
住民が一体となって、事前環境や伝
統行事を保護・継承

市街地・田園エリア
エコライフ、省エネなどの定着によ
り、ごみや二酸化炭素排出量、大気
環境、落書きなどが改善。事業者等
の環境保全の取組が進み環境ビジネ
スへの参入も拡大

瀬戸内海エリア
瀬戸内海や児島湖の水質や藻場・干
潟が改善。ボランティア等による景
観や水辺環境の保全活動が行われ、
環境学習や住民の憩いの場として重
要な役割

①

②

私たちの目指す、ふるさと岡山の姿とは。



●アースキーパー
　メンバーシップ会員数

　地球温暖化を防ぐため、自主的に
取り組む個人や事業所を「アースキ
ーパーメンバーシップ会員」として
登録。
　平成22年度末現在で10,136の県民、
事業所が加入し、身近でできる省エ
ネなど、環境への負荷を減らす取り
組みを実践しています。

アースキーパーメンバーシップ会員に
多くの県民や事業所が参加しています
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10,136会員 10,500会員

5,900会員
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　オゾンホールや酸性雨、森林の減
少など、さまざまな課題を抱えてい
る地球環境。なかでも、地球温暖化
は最も重大で深刻な問題であり、喫
緊の課題となっています。
　県では、省エネルギー型ライフス
タイルの定着や環境に負荷を与えな
い社会システムの構築、森林の保全
や緑化などを主要施策として掲げ、
地球温暖化防止活動に取り組んでい
ます。

「晴れの国」の太陽光が電気をつくります

　人間の活動により、二酸化炭素などの温室効果ガスの量が増えすぎて、バランスをくるわせてしまったのが、地球温暖
化の原因です。

なぜ地球は温暖化しているのでしょうか？

おかやま環境レポート2011

目標

H22H18 H24

電気自動車が街を走りはじめました

温室効果ガスの県内での排出量は、平成20
年度では5,166万トンと推計されます。岡山
から排出される二酸化炭素等の温室効果ガ

スを減らしていくために、省エネルギー対策を進め、
エネルギー起源による二酸化炭素排出量の削減に取り
組む必要があります。

現状と
課題

■地球温暖化対策
　□省エネルギーの推進
　□フロン類対策
　□新エネルギーの導入促進
　□吸収源対策
■酸性雨対策
■国際貢献

●省エネ診断制度の導入
●壁面緑化等の普及促進
●温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度
の創設

●クールビズ・ウォームビズ県民運動の推進
●省エネ家電製品の普及拡大　　  　　など

温室効果ガスの県内での排出量は、平成20
年度では5,166万トンと推計されます。岡山
から排出される二酸化炭素等の温室効果ガ

スを減らしていくために、省エネルギー対策を進め、
エネルギー起源による二酸化炭素排出量の削減に取り
組む必要があります。

現状と
課題

■地球温暖化対策
□省エネルギーの推進
□フロン類対策
□新エネルギーの導入促進
□吸収源対策

■酸性雨対策
■国際貢献

●省エネ診断制度の導入
●壁面緑化等の普及促進
●温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度
の創設

●クールビズ・ウォームビズ県民運動の推進
●省エネ家電製品の普及拡大　　  　　など

主要
施策

重点
プログラム

■岡山県の部門別二酸化炭素排出量
    2008（平成20）年度

■岡山県における温室効果ガス排出量と伸び率

●１世帯あたりのエネルギー消費量（GJ）●製造品出荷額あたりのエネルギー消費量
（GJ／百万円）

資料）岡山県資料

産業部門
69.4％

民生部門 16.0％

運輸部門 10.1％

工業プロセス 3.1％
廃棄物 1.3％

二酸化炭素
メタン
一酸化二窒素
代替フロン等３ガス

計

4,831
59
34
32

4,956

1990年度
（基準年度） 2008年度

5,068
36
29
33

5,166 4.2％

4.9%
△38.3%
△15.1%
2.0％

排出量（万t-CO2）
伸び率

注：1990年度の代替フロン等３ガスは、1995年度値です。
　　二酸化炭素以外の温室効果ガスは、二酸化炭素に換算した量で示して

います。

※J：ジュール（J）とは、仕事量、熱量、エネルギーの単位。１ワットの電力が１秒間に発生する熱量
　 を１J／秒という。１MJ（メガジュール）は１００万ジュール、１GJ（ギガジュール）は10億
　 ジュール。

37.1GJ 35.8GJ
31.1GJ

H16 H20 H24 H16 H20 H24

　「統一省エネラベル」を通じて省
エネ住宅や省エネ家電製品の普及を
拡大し、家庭における省エネを促進
しています。また、事業者が温室効
果ガスの排出量を算定し報告する制
度を創設し、自主的、計画的な排出
抑制の促進を図っています。

省エネルギー型
ライフスタイルへ

　電気自動車の普及に向けた取り組みとして、電気自動
車の導入や充電設備の設置に対する補助制度を創設しま
した。

　環境に優しく「晴れの国おかやま」にふさわしい太陽
光発電の導入を促進するため、省エネ設備とセットにな
った補助制度を設けて普及拡大を図っています。

　平成22年度
　太陽光発電導入補助事業
　　住宅用　1,010件
　　事業所用　   16件

70.5GJ

目標
54.1GJ 61.5GJ

目標

統一省エネラベル
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　地球温暖化を防ぐため、自主的に
取り組む個人や事業所を「アースキ
ーパーメンバーシップ会員」として
登録。
　平成22年度末現在で10,136の県民、
事業所が加入し、身近でできる省エ
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アースキーパーメンバーシップ会員に
多くの県民や事業所が参加しています

07 08

10,136会員 10,500会員

5,900会員

第6章
基  本
目  標

1

基  本
目  標

1
地
域
か
ら
取
り
組
む

地
球
環
境
の
保
全 

　オゾンホールや酸性雨、森林の減
少など、さまざまな課題を抱えてい
る地球環境。なかでも、地球温暖化
は最も重大で深刻な問題であり、喫
緊の課題となっています。
　県では、省エネルギー型ライフス
タイルの定着や環境に負荷を与えな
い社会システムの構築、森林の保全
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地球温暖化防止活動に取り組んでい
ます。
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　人間の活動により、二酸化炭素などの温室効果ガスの量が増えすぎて、バランスをくるわせてしまったのが、地球温暖
化の原因です。

なぜ地球は温暖化しているのでしょうか？

おかやま環境レポート2011

目標

H22H18 H24

電気自動車が街を走りはじめました

温室効果ガスの県内での排出量は、平成20
年度では5,166万トンと推計されます。岡山
から排出される二酸化炭素等の温室効果ガ

スを減らしていくために、省エネルギー対策を進め、
エネルギー起源による二酸化炭素排出量の削減に取り
組む必要があります。

現状と
課題

■地球温暖化対策
　□省エネルギーの推進
　□フロン類対策
　□新エネルギーの導入促進
　□吸収源対策
■酸性雨対策
■国際貢献

●省エネ診断制度の導入
●壁面緑化等の普及促進
●温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度
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温室効果ガスの県内での排出量は、平成20
年度では5,166万トンと推計されます。岡山
から排出される二酸化炭素等の温室効果ガ

スを減らしていくために、省エネルギー対策を進め、
エネルギー起源による二酸化炭素排出量の削減に取り
組む必要があります。

現状と
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■地球温暖化対策
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●クールビズ・ウォームビズ県民運動の推進
●省エネ家電製品の普及拡大　　  　　など
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重点
プログラム

■岡山県の部門別二酸化炭素排出量
    2008（平成20）年度

■岡山県における温室効果ガス排出量と伸び率

●１世帯あたりのエネルギー消費量（GJ）●製造品出荷額あたりのエネルギー消費量
（GJ／百万円）

資料）岡山県資料

産業部門
69.4％

民生部門 16.0％

運輸部門 10.1％

工業プロセス 3.1％
廃棄物 1.3％

二酸化炭素
メタン
一酸化二窒素
代替フロン等３ガス

計

4,831
59
34
32

4,956

1990年度
（基準年度） 2008年度

5,068
36
29
33

5,166 4.2％

4.9%
△38.3%
△15.1%
2.0％

排出量（万t-CO2）
伸び率

注：1990年度の代替フロン等３ガスは、1995年度値です。
　　二酸化炭素以外の温室効果ガスは、二酸化炭素に換算した量で示して

います。

※J：ジュール（J）とは、仕事量、熱量、エネルギーの単位。１ワットの電力が１秒間に発生する熱量
　 を１J／秒という。１MJ（メガジュール）は１００万ジュール、１GJ（ギガジュール）は10億
　 ジュール。

37.1GJ 35.8GJ
31.1GJ

H16 H20 H24 H16 H20 H24

　「統一省エネラベル」を通じて省
エネ住宅や省エネ家電製品の普及を
拡大し、家庭における省エネを促進
しています。また、事業者が温室効
果ガスの排出量を算定し報告する制
度を創設し、自主的、計画的な排出
抑制の促進を図っています。

省エネルギー型
ライフスタイルへ

　電気自動車の普及に向けた取り組みとして、電気自動
車の導入や充電設備の設置に対する補助制度を創設しま
した。

　環境に優しく「晴れの国おかやま」にふさわしい太陽
光発電の導入を促進するため、省エネ設備とセットにな
った補助制度を設けて普及拡大を図っています。

　平成22年度
　太陽光発電導入補助事業
　　住宅用　1,010件
　　事業所用　   16件

70.5GJ

目標
54.1GJ 61.5GJ

目標

統一省エネラベル
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循
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型
社
会
の
形
成

　経済性や効率・利便性を優先した
大量生産・大量消費・大量廃棄型社
会は限りある資源を浪費し、廃棄物
による自然への負荷を深刻化させて
います。岡山県では、３R（リデュー
ス、リユース、リサイクル）の推進
に向けた「もったいない運動」を展
開し、ごみの削減やリサイクル利用
の促進、グリーン購入の普及拡大等
を積極的に推進しています。

おかやま環境レポート2011

■県内の一般廃棄物の総排出量と最終処分量

県民の皆さんの意識向上や、分別・リ
サイクルの実践活動が浸透していった
結果、ごみの最終処分量は減少傾向に

転じています。今後も県民・事業者・行政が一
体となって、資源の循環的な活用を促進する必
要があります。

現状と
課題

■３Rの推進
　□循環型社会に向けた意識の改革
　□一般廃棄物の３R推進
　□産業廃棄物の３R推進
　□岡山エコタウンの推進
■グリーン購入等の推進
■廃棄物の適正処理の推進

●循環型社会形成推進モデル事業の推進
●岡山県エコ製品の認定・公表
●岡山エコ事業所の認定・公表

　　　　●電子マニフェストの導入促進
　　　　●農業用廃プラスチックの適正処理の推進
　　　　●不法投棄監視体制の強化　　　など

県民の皆さんの意識向上や、分別・リ
サイクルの実践活動が浸透していった
結果、ごみの最終処分量は減少傾向に

転じています。今後も県民・事業者・行政が一
体となって、資源の循環的な活用を促進する必
要があります。

現状と
課題

■３Rの推進
□循環型社会に向けた意識の改革
□一般廃棄物の３R推進
□産業廃棄物の３R推進
□岡山エコタウンの推進

■グリーン購入等の推進
■廃棄物の適正処理の推進

●循環型社会形成推進モデル事業の推進
●岡山県エコ製品の認定・公表
●岡山エコ事業所の認定・公表

　　　 ●電子マニフェストの導入促進
　　 ●農業用廃プラスチックの適正処理の推進
　　 ●不法投棄監視体制の強化　　　など

主要
施策

重点
プログラム

　ごみの排出量は、平成16年度をピークに少しずつ減少して
います。埋め立て処分量についても、平成13年度以降、減少
傾向にあります。

一般廃棄物対策

総排出量

最終処分量
リサイクル率

総排出量 資源化量
焼却などの
中間処理に
よる

減量化量
最終処分量

　一般廃棄物の３Rを推進するため、県民の皆さんの理解と協
力を得ながら、分別回収によるごみの減量とリサイクルの促進
に取り組んでいます。

ごみゼロ・再利用の輪を広げていきます

　家庭ごみを削減する取組のひとつとして、また、みなさんが自
分の生活を環境にやさしい「エコ・ライフスタイル」に見直すき
っかけづくりとして、マイバッグ運動を推進しています。

マイバッグ運動の推進

　産業廃棄物の再生利用を促進するために、循環型産業
クラスターの形成推進や、「循環資源マッチングシステ
ム」の活用による循環資源の有効活用に取り組んでいま
す。

産業廃棄物のリサイクル

H24H21H17

●１日１人あたりの
　ごみ排出量

●10種分別実施
　市町村数

●マイバッグ持参率

●岡山県エコ製品認定数

「岡山県統一ノーレジ袋デー運動」（平成22年６月より実施）
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　県内で製造販売されている使用を促進すべきリサイク
ル製品であって、県が定める認定基準を満たした製品を
「岡山県エコ製品」として認定し、利用を促進していま
す。

目標
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●循環資源マッチングシステムの流れ
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( )

( ))

( )

(

岡山県エコ製品の認定

排出量
最終処分量
再生利用率

■県内の産業廃棄物の排出量と最終処分量

産業廃棄物対策
　平成21年度の県内産業廃棄物排出量は574万トンです。排
出事業者の適正処理意識の高まりや処理・リサイクル技術の
着実な進展により、最終処分量は減少傾向にあります。
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減量化量
最終処分量
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排出事業者 収集運搬業者 処分業者

電子情報の送受信

廃棄物 廃棄物

情報処理センター

都道府県・
政令市への
報告

　不適正処理の防止や法令順守に高い効果のある「電子マニフェ
スト」の導入が一層進むよう、行政の率先行動や普及啓発等を実
施しています。

電子マニフェストの導入促進

H17 H21 H24

5.0％

●電子マニフェストの普及率 ●電子マニフェストの仕組み

※マニフェスト：産業廃棄物管理票。

23.7％

60.0％
目標
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循
環
型
社
会
の
形
成

　経済性や効率・利便性を優先した
大量生産・大量消費・大量廃棄型社
会は限りある資源を浪費し、廃棄物
による自然への負荷を深刻化させて
います。岡山県では、３R（リデュー
ス、リユース、リサイクル）の推進
に向けた「もったいない運動」を展
開し、ごみの削減やリサイクル利用
の促進、グリーン購入の普及拡大等
を積極的に推進しています。
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■県内の一般廃棄物の総排出量と最終処分量

県民の皆さんの意識向上や、分別・リ
サイクルの実践活動が浸透していった
結果、ごみの最終処分量は減少傾向に

転じています。今後も県民・事業者・行政が一
体となって、資源の循環的な活用を促進する必
要があります。

現状と
課題
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　□循環型社会に向けた意識の改革
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大気環境の保全　二酸化硫黄や二酸化窒素などの代表的な大気汚染物質について
は環境基準を達成し、良好な値で維持されています。一方で、光化学オキシダン
トはすべての測定局で達成できていません。きれいな空気を保つためには、これ
までどおり工場等の固定発生源の排出抑制とともに、自動車排ガス等の移動発生

源対策を、県民、事業者、行政の協働で一層推進することが必要です。
騒音・振動の防止　特に道路に面する地域において、騒音に関する環境基準が達成されて
いる割合が低くなっています。道路構造の改善、交通システム、沿道の土地利用対策など
の総合的な対策が必要です。

現状と
課題

■大気汚染防止対策の実施
■悪臭被害防止
■道路交通騒音、振動、新幹線鉄道騒音・振動対策

 ■工場・事業場等の騒音・振動の規制
　　　　 ■有害物質対策、アスベスト対策の推進
　　　　 ■エコドライブの推進

●低公害車の導入促進
●自動車の利用抑制、バス・電車等の利用促進　　　　　　　　　　　　
●工場・事業場の監視・指導
●大気汚染防止夏期対策の実施　　　　　　　　

　　　　 ●騒音に係る環境基準のあてはめ地域の拡大　　など

大気環境の保全　二酸化硫黄や二酸化窒素などの代表的な大気汚染物質について
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主要
施策

重点
プログラム
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■騒音に関する環境基準達成の割合

　道路の立体化や車線の増加など
により、渋滞箇所の渋滞緩和に取
り組み、停車中の排出ガス量の削
減を図っています。

交通渋滞交差点数を減らして渋滞を緩和。
停車中の排出ガス量を削減しています。　電気自動車やハイブリッド車、天然ガス自動車など、

大気汚染物質排出量の少ない「低公害車」の普及を進め
ています。

環境にやさしいクルマ「低公害車」の普及

●低公害車導入台数

　ゆっくりとやさしい発進を心掛ける「ふんわりアクセ
ル」や「アイドリングストップ」など、環境に配慮した
自動車運転「エコドライブ」の普及に取り組んでいま
す。

環境にやさしい運転に取り組もう

　県では、自動車交通量の増加にともなう騒音問題の解
決に向けて、騒音の出にくい舗装の道路の導入を進めて
います。

騒音の出にくい道路で、
自動車による騒音を低減

■二酸化窒素・二酸化硫黄の平均濃度の推移 ■浮遊粒子状物質の平均濃度の推移

一酸化炭素 全測定局（８）で達成1日平均値10ppm以下
二酸化硫黄 全測定局（４4）で達成1日平均値0.04ppm以下

浮遊粒子状物質 全測定局(53)中32測定局で達成1日平均値0.10mg/m3以下
光化学オキシダント 全測定局（43）で非達成1時間値0.06ppm以下
二酸化窒素 全測定局（５６）で達成1日平均値0.06ppm以下

全測定局(１)で非達成1年平均値15µg/m3以下かつ1日平均値35µg/m3以下微小粒子状物質

全測定局(12)で達成1年平均値0.003mg/m3以下ベンゼン

測定汚染物質 環境基準値 達　成　状　況

H18 H19 H20 H22H21

0.040

0.030

0.010

0.020

0

沿道

一般環境

mg/m3

0.033
0.030

0.0270.030
0.028

0.0270.026
0.027

0.025

0.030

0.020

0.010

0

二酸化窒素（沿道）

二酸化窒素（一般環境）

二酸化硫黄

H18 H19 H20 H22H21

ppm

0.0040.0050.005

0.016
0.014 0.014 0.013 0.013

0.027
0.025

0.023 0.022

0.004 0.005

※大気汚染の代表的な指標である二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質について掲載

環境基準：健康保護と生活環境の保全の上で、維持されることが望ましい基準。
光化学オキシダント：工場や自動車から排出された炭化水素や窒素酸化物が、紫外線の作用を受けて光化学反応することにより発生する酸化

性物質の総称。日射が強くて気温が高く、風の弱い日の日中に発生しやすい。粘膜への刺激、呼吸への影響、農作物へ
の影響など。

浮遊粒子状物質：代表的な大気汚染物質のひとつ。 環境基準では、粒径10μm以下のものと定義。
微小粒子状物質：粒経が2.5μm以下の微少粒子。呼吸により気道の深部まで到達しやすいため、浮遊粒子状物質よりも健康影響が大きいこと

が指摘されている。

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保
①

　都市化の進展や生活様式の変化により、私た
ちは今日、様々な環境問題と直面しています。
大気汚染の原因として、近年は、工場ばかりで
なく、特に自動車交通量の増加が大気環境ばか
りでなく、騒音や振動の大きな原因となってい
ます。また、水環境については、工場排水だけ
でなく、生活排水による水質汚濁が問題となっ
ています。岡山県では、自動車公害対策などの
大気汚染防止対策、瀬戸内海、児島湖の水質改
善対策、騒音・振動の防止や有害物質対策等、
安全な生活環境の確保について総合的に取り組
んでいます。

●エコドライブ宣言者数

H18 H22
eco eco eco

●低騒音舗装道路延長

●交通緩和交差点数

H18 H22 H23

0.020

800,000台

379,529台
233,831台

H32

H22

eco
H24

目標

17,000人
目標

eco

10,483人

24箇所

20箇所
14箇所

目標

H18 H22 H24

12.6km

17.5km

9.6km
目標

昼間・夜間とも達成 昼間・夜間とも非達成昼間のみ達成 夜間のみ達成

H21

H22

H20

H19

語句説明
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■環境基準達成状況（主な項目）



11 12

基  本
目  標

3

基  本
目  標

3

大気環境の保全　二酸化硫黄や二酸化窒素などの代表的な大気汚染物質について
は環境基準を達成し、良好な値で維持されています。一方で、光化学オキシダン
トはすべての測定局で達成できていません。きれいな空気を保つためには、これ
までどおり工場等の固定発生源の排出抑制とともに、自動車排ガス等の移動発生

源対策を、県民、事業者、行政の協働で一層推進することが必要です。
騒音・振動の防止　特に道路に面する地域において、騒音に関する環境基準が達成されて
いる割合が低くなっています。道路構造の改善、交通システム、沿道の土地利用対策など
の総合的な対策が必要です。

現状と
課題

■大気汚染防止対策の実施
■悪臭被害防止
■道路交通騒音、振動、新幹線鉄道騒音・振動対策

 ■工場・事業場等の騒音・振動の規制
　　　　 ■有害物質対策、アスベスト対策の推進
　　　　 ■エコドライブの推進

●低公害車の導入促進
●自動車の利用抑制、バス・電車等の利用促進　　　　　　　　　　　　
●工場・事業場の監視・指導
●大気汚染防止夏期対策の実施　　　　　　　　

　　　　 ●騒音に係る環境基準のあてはめ地域の拡大　　など

大気環境の保全　二酸化硫黄や二酸化窒素などの代表的な大気汚染物質について
は環境基準を達成し、良好な値で維持されています。一方で、光化学オキシダン
トはすべての測定局で達成できていません。きれいな空気を保つためには、これ
までどおり工場等の固定発生源の排出抑制とともに、自動車排ガス等の移動発生

源対策を、県民、事業者、行政の協働で一層推進することが必要です。
騒音・振動の防止 特に道路に面する地域において、騒音に関する環境基準が達成されて
いる割合が低くなっています。道路構造の改善、交通システム、沿道の土地利用対策など
の総合的な対策が必要です。

現状と
課題

■大気汚染防止対策の実施
■悪臭被害防止
■道路交通騒音、振動、新幹線鉄道騒音・振動対策
■工場・事業場等の騒音・振動の規制

　　 ■有害物質対策、アスベスト対策の推進
■エコドライブの推進

●低公害車の導入促進
●自動車の利用抑制、バス・電車等の利用促進　　　　　　　　　　　　
●工場・事業場の監視・指導
●大気汚染防止夏期対策の実施　　　　　　　

　　 ●騒音に係る環境基準のあてはめ地域の拡大　　など

主要
施策

重点
プログラム

おかやま環境レポート2011

■騒音に関する環境基準達成の割合

　道路の立体化や車線の増加など
により、渋滞箇所の渋滞緩和に取
り組み、停車中の排出ガス量の削
減を図っています。

交通渋滞交差点数を減らして渋滞を緩和。
停車中の排出ガス量を削減しています。　電気自動車やハイブリッド車、天然ガス自動車など、

大気汚染物質排出量の少ない「低公害車」の普及を進め
ています。

環境にやさしいクルマ「低公害車」の普及

●低公害車導入台数

　ゆっくりとやさしい発進を心掛ける「ふんわりアクセ
ル」や「アイドリングストップ」など、環境に配慮した
自動車運転「エコドライブ」の普及に取り組んでいま
す。

環境にやさしい運転に取り組もう

　県では、自動車交通量の増加にともなう騒音問題の解
決に向けて、騒音の出にくい舗装の道路の導入を進めて
います。

騒音の出にくい道路で、
自動車による騒音を低減

■二酸化窒素・二酸化硫黄の平均濃度の推移 ■浮遊粒子状物質の平均濃度の推移

一酸化炭素 全測定局（８）で達成1日平均値10ppm以下
二酸化硫黄 全測定局（４4）で達成1日平均値0.04ppm以下

浮遊粒子状物質 全測定局(53)中32測定局で達成1日平均値0.10mg/m3以下
光化学オキシダント 全測定局（43）で非達成1時間値0.06ppm以下
二酸化窒素 全測定局（５６）で達成1日平均値0.06ppm以下

全測定局(１)で非達成1年平均値15µg/m3以下かつ1日平均値35µg/m3以下微小粒子状物質

全測定局(12)で達成1年平均値0.003mg/m3以下ベンゼン

測定汚染物質 環境基準値 達　成　状　況

H18 H19 H20 H22H21

0.040

0.030

0.010

0.020

0

沿道

一般環境

mg/m3

0.033
0.030

0.0270.030
0.028

0.0270.026
0.027

0.025

0.030

0.020

0.010

0

二酸化窒素（沿道）

二酸化窒素（一般環境）

二酸化硫黄

H18 H19 H20 H22H21

ppm

0.0040.0050.005

0.016
0.014 0.014 0.013 0.013

0.027
0.025

0.023 0.022

0.004 0.005

※大気汚染の代表的な指標である二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質について掲載

環境基準：健康保護と生活環境の保全の上で、維持されることが望ましい基準。
光化学オキシダント：工場や自動車から排出された炭化水素や窒素酸化物が、紫外線の作用を受けて光化学反応することにより発生する酸化

性物質の総称。日射が強くて気温が高く、風の弱い日の日中に発生しやすい。粘膜への刺激、呼吸への影響、農作物へ
の影響など。

浮遊粒子状物質：代表的な大気汚染物質のひとつ。 環境基準では、粒径10μm以下のものと定義。
微小粒子状物質：粒経が2.5μm以下の微少粒子。呼吸により気道の深部まで到達しやすいため、浮遊粒子状物質よりも健康影響が大きいこと

が指摘されている。

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保
①

　都市化の進展や生活様式の変化により、私た
ちは今日、様々な環境問題と直面しています。
大気汚染の原因として、近年は、工場ばかりで
なく、特に自動車交通量の増加が大気環境ばか
りでなく、騒音や振動の大きな原因となってい
ます。また、水環境については、工場排水だけ
でなく、生活排水による水質汚濁が問題となっ
ています。岡山県では、自動車公害対策などの
大気汚染防止対策、瀬戸内海、児島湖の水質改
善対策、騒音・振動の防止や有害物質対策等、
安全な生活環境の確保について総合的に取り組
んでいます。

●エコドライブ宣言者数

H18 H22
eco eco eco

●低騒音舗装道路延長

●交通緩和交差点数

H18 H22 H23

0.020

800,000台

379,529台
233,831台

H32

H22

eco
H24

目標

17,000人
目標

eco

10,483人

24箇所

20箇所
14箇所

目標

H18 H22 H24

12.6km

17.5km

9.6km
目標

昼間・夜間とも達成 昼間・夜間とも非達成昼間のみ達成 夜間のみ達成

H21

H22

H20

H19

語句説明

0.024

0 50 100
(％)

一般地域

道路に面する地域

一般地域

道路に面する地域

一般地域

道路に面する地域

一般地域

道路に面する地域

■環境基準達成状況（主な項目）
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水環境の保全　河川のBODは、近年ほとんどの水域で環境基準を達成して
います。児島湖の水質については、依然としてCODが環境基準を上回って
いますが、ハード・ソフト両面の総合的な対策の効果が現れ、近年は水質

改善傾向が見られます。
　さらなる水質改善に向けて、引き続き、工場・事業場排水の徹底した管理、生活
排水の適正処理が必須ですが、農地や市街地からの流出水対策や自然の浄化能力を
活用した河川護岸や用水路・排水路の整備も必要です。

現状と
課題

■清流保全対策の推進　　　　　■森林の保全
■瀬戸内海の保全と再生　　　　■湖沼水質保全対策の推進
■土壌・地下水汚染の防止

水環境の保全 河川のBODは、近年ほとんどの水域で環境基準を達成して
います。児島湖の水質については、依然としてCODが環境基準を上回って
いますが、ハード・ソフト両面の総合的な対策の効果が現れ、近年は水質

改善傾向が見られます。
さらなる水質改善に向けて、引き続き、工場・事業場排水の徹底した管理、生活

排水の適正処理が必須ですが、農地や市街地からの流出水対策や自然の浄化能力を
活用した河川護岸や用水路・排水路の整備も必要です。

現状と
課題

■清流保全対策の推進　　　　　■森林の保全
■瀬戸内海の保全と再生　　　　■湖沼水質保全対策の推進
■土壌・地下水汚染の防止

主要
施策

重点
プログラム

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保
②

■県内公共用水域の
　環境基準の達成率
　（BOD・COD）
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※水の汚れの代表的な指標であるBOD・
　CODについて掲載

H17 H18 H19 H20 H21

測　定　項　目 達　成　状　況

BOD

COD

窒素・りん

健康項目（27項目）

要監視項目
(28項目）

全３１水 域中２９水域で達成

H22

河川
海域
湖沼
海域
湖沼

河川・海域
湖沼

河川・海域・湖沼

全１０水 域中5地域で達成
児島湖 は未達成（8．0mg/l）
窒素8  水域・りん7水域
児島湖 は窒素、りんともに未達成

ウラン  について、10地点で指針値超過
他項目 については超過地点なし

公共用 水域全地点で達成

河川

全体

海域

児島湖

達成率が高いほど水質が良い。

基  本
目  標

3

基  本
目  標

3

　高梁川、旭川、吉井川の三大河川や美しい瀬
戸内海を持つ岡山。その豊かな水資源は私たち
の暮らしに欠かせないものです。しかし、都市
化の進展や生活様式の変化により、工場排水だ
けでなく生活排水等による水質汚濁が問題と
なっています。県では、瀬戸内海、児島湖の水
質改善対策や、水中・水辺の生き物を守り増や
すための取組を進めています。

●生活排水対策、工場・事業場対策の推進　●環境に配慮した水辺づくり
●里山ふれあいの森づくり　●豊かな自然をはぐくむ里海づくり
●児島湖再生の推進　　　　●流域下水道事業の推進　　など

　公共下水道の整備促進を図るほか、地域の実情に応じ
て集落排水施設や浄化槽など生活排水処理施設の整備を
実施しています。

生活排水対策
　県内には大小多くの河川があり、その多くがきれいな
水と豊かな水量に恵まれています。しかし、都市周辺や
ダム湖など、一部では水質汚濁が見られ、また、開発に
伴う森林減少による水質や水量への影響も懸念されてい
ます。県内河川の清流を守り、多様な動植物が生息でき
る河川空間を創る取り組みを進めています。

環境に配慮した水辺づくり

●岡山県の下水道普及率の推移 ●集落排水施設整備地区数

●ホタルの生息地箇所数

H18 H22 H24

　藻場や干潟は、多くの魚介類を育む「海のゆりかご」
としての役割を持つほか、水質浄化など重要な機能を持
っています。瀬戸内海の豊かな恵みを回復させるため、
藻場と干潟の保全・再生を進めています。

「海のゆりかご」藻場と干潟の保全

●藻場造成面積 ●干潟造成面積

　流域下水道や浄化槽などの整備を進めるとともに、湖
畔のアダプト活動の推進など、各種の浄化対策を実施し
ています。

　毎年9月の第一日曜日
に、児島湖や流域河川
（笹ヶ瀬川、倉敷川な
ど）の一斉清掃を実施し
ています。平成22年は、
児島湖流域10箇所で約
5,800人が一斉清掃に取
り組みました。みなさん
もぜひご参加ください。

きれいな児島湖を未来に

　児島湖は、農業用水の貴重な水源であるとともに、豊かな水産資源
を育む漁業の基盤であり、また、周辺の自然豊かで広大な水辺空間は、
私たちの生活に潤いと安らぎをもたらしてくれます。一方、児島湖は
湖水が入れ替わりにくく汚濁が進行しやすい閉鎖性水域であり、流域
の都市化や生活様式の変化を受けて水質汚濁の問題が顕在化しまし
たが、近年、徐々に水質が改善されています。
　児島湖の水質汚濁の最大の原因は、日常生活のなかで各家庭から排
出される生活排水です。私たち一人ひとりが汚れた水を出来るだけ流
さないよう心掛け行動することが大切です。

児島湖の歴史と概要
湖面積　　10.88㎢
総貯水量　2607万㎥
水の深さ　最大9m　平均2.1m
周辺干拓地への農業用水確保と塩害防止を目的として、昭和34年の締め切り堤
防完成と同時に誕生。人造湖としては、日本で最大。

育てよう、美しい児島湖

●児島湖流域清掃大作戦

●児島湖で見られる生きもの

281カ所261カ所
227カ所 目標

H23

1,000ha

H22

987ha

H18

930ha

H23

60.4％

H22

60.4％

H18

52.3％ 目標

H24

134区

H22

133区

H18

119区 目標

目標

H23

480ha

H22

455ha

ヨ　シ

コサギ

カネヒラ

テナガエビ

目標

語句説明

COD：化学的酸素要求量。水中の有機物を酸化剤で 化学的に分解した際に消費される酸素の量で、湖沼
・海域の有機汚濁を測る指標。湖沼・海域では 植物プランクトンの光合成による酸素の影響を避け
るため、BODではなくCODが用いられる。
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いますが、ハード・ソフト両面の総合的な対策の効果が現れ、近年は水質

改善傾向が見られます。
　さらなる水質改善に向けて、引き続き、工場・事業場排水の徹底した管理、生活
排水の適正処理が必須ですが、農地や市街地からの流出水対策や自然の浄化能力を
活用した河川護岸や用水路・排水路の整備も必要です。

現状と
課題

■清流保全対策の推進　　　　　■森林の保全
■瀬戸内海の保全と再生　　　　■湖沼水質保全対策の推進
■土壌・地下水汚染の防止
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児島湖
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基  本
目  標

3

基  本
目  標
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●里山ふれあいの森づくり　●豊かな自然をはぐくむ里海づくり
●児島湖再生の推進　　　　●流域下水道事業の推進　　など
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て集落排水施設や浄化槽など生活排水処理施設の整備を
実施しています。
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ダム湖など、一部では水質汚濁が見られ、また、開発に
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H18 H22 H24

　藻場や干潟は、多くの魚介類を育む「海のゆりかご」
としての役割を持つほか、水質浄化など重要な機能を持
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●藻場造成面積 ●干潟造成面積

　流域下水道や浄化槽などの整備を進めるとともに、湖
畔のアダプト活動の推進など、各種の浄化対策を実施し
ています。

　毎年9月の第一日曜日
に、児島湖や流域河川
（笹ヶ瀬川、倉敷川な
ど）の一斉清掃を実施し
ています。平成22年は、
児島湖流域10箇所で約
5,800人が一斉清掃に取
り組みました。みなさん
もぜひご参加ください。

きれいな児島湖を未来に

　児島湖は、農業用水の貴重な水源であるとともに、豊かな水産資源
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防完成と同時に誕生。人造湖としては、日本で最大。

育てよう、美しい児島湖

●児島湖流域清掃大作戦

●児島湖で見られる生きもの

281カ所261カ所
227カ所 目標

H23

1,000ha

H22

987ha

H18

930ha

H23

60.4％

H22

60.4％

H18

52.3％ 目標

H24

134区

H22

133区

H18

119区 目標

目標

H23

480ha

H22

455ha

ヨ　シ

コサギ

カネヒラ

テナガエビ

目標

語句説明

COD：化学的酸素要求量。水中の有機物を酸化剤で 化学的に分解した際に消費される酸素の量で、湖沼
・海域の有機汚濁を測る指標。湖沼・海域では 植物プランクトンの光合成による酸素の影響を避け
るため、BODではなくCODが用いられる。
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　岡山県には、中国山地や吉備高原、瀬戸内
海と、豊かで多様な自然があります。しかし
都市化や開発が進むなか、自然環境の保全や
生物多様性の確保が課題となっています。か
けがえのない郷土の自然や生態系を守るた
め、県では「人と自然との共生」をキーワー
ドに、自然環境保全に取り組んでいます。

　本県の豊かな自然環境は、県民共有
の財産です。エコロジカルネットワー
クの考え方もふまえながら、より良い
形で次代に引き継いでいくこと、生物

多様性を確保し、人と自然との共生関係を構築
することが求められています。また、自然に関
する理解と関心を深め、環境を大切にする心を
はぐくむ重要な機会となる「身近な自然とのふ
れあい」に対する県民ニーズが年々高まってお
り、その機会を増やしていく必要があります。

現状と
課題

■優れた自然環境の保全
■生物多様性の確保
■自然とのふれあいの推進
■水とみどりの潤い空間の保全と創出

●自然環境の保全活動等の認定制度の創設
●レッドデータブックの充実と希少野
生動植物の保護

●外来生物対策の推進
●野生鳥獣保護管理計画の推進
●自然環境学習の充実
●里山ふれあいの森づくり
●緑化推進体制の充実　　　　　など

本県の豊かな自然環境は、県民共有
の財産です。エコロジカルネットワー
クの考え方もふまえながら、より良い
形で次代に引き継いでいくこと、生物

多様性を確保し、人と自然との共生関係を構築
することが求められています。また、自然に関
する理解と関心を深め、環境を大切にする心を
はぐくむ重要な機会となる「身近な自然とのふ
れあい」に対する県民ニーズが年々高まってお
り、その機会を増やしていく必要があります。

現状と
課題

■優れた自然環境の保全
■生物多様性の確保
■自然とのふれあいの推進
■水とみどりの潤い空間の保全と創出

●自然環境の保全活動等の認定制度の創設
●レッドデータブックの充実と希少野
生動植物の保護

●外来生物対策の推進
●野生鳥獣保護管理計画の推進
●自然環境学習の充実
●里山ふれあいの森づくり
●緑化推進体制の充実　　　　　など

主要
施策

重点
プログラム

おかやま環境レポート2011

　国や関係市町村と連携して施設の維持管理や普及啓発
に取り組み、利用者数の拡大を図っています。

自然環境学習の充実

●自然公園利用者数

1,450万人
1,234万人

H18 H21 H32

　岡山県自然保護センターでは、その優れた里山自然環境を活用して、自然観察会の開催や、人材育成、研究活動等に取り組ん
でいます。また、「里山ふれあいの森づくり」として、県民参加や企業との協働で森づくり活動に取り組み、森林環境の保全と
多様な利活用を推進しています。

人と生き物の暮らしの交わる場所、「里山」とのふれあい

　初版（2003年）から６年が経過し、野生動植物
を取り巻く環境も変化したことから、平成21年度
に見直し作業をすすめ、「岡山県版レッドデータ
ブック2009」としてとりまとめました。環境アセ
スメント審査や野生生物保護対策の基礎資料とし
て活用しています。

岡山県版レッドデータブック2009

　県立自然公園や県自然環境保全地域等を指定し、これらの保護と適正な利用を推進しています。また、中国自然歩道を整備
し、自然とのふれあいを深める場や機会の充実を推進しています。

すばらしい自然を守るために

●自然保護センター利用者数 ●里山ふれあいの森づくり活動参加者数

目標1,134万人

30,000人
23,889人23,077人

H18 H22 H24

目標
7,000人9,644人

4,837人

H18 H22 H24

目標

⬇

スイゲンゼニタナゴ
　岡山県絶滅危惧Ⅰ類

フサヒゲルリカミキリ ⬇

岡山県絶滅危惧Ⅰ類
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　国や関係市町村と連携して施設の維持管理や普及啓発
に取り組み、利用者数の拡大を図っています。

自然環境学習の充実

●自然公園利用者数

1,450万人
1,234万人

H18 H21 H32

　岡山県自然保護センターでは、その優れた里山自然環境を活用して、自然観察会の開催や、人材育成、研究活動等に取り組ん
でいます。また、「里山ふれあいの森づくり」として、県民参加や企業との協働で森づくり活動に取り組み、森林環境の保全と
多様な利活用を推進しています。

人と生き物の暮らしの交わる場所、「里山」とのふれあい

　初版（2003年）から６年が経過し、野生動植物
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に見直し作業をすすめ、「岡山県版レッドデータ
ブック2009」としてとりまとめました。環境アセ
スメント審査や野生生物保護対策の基礎資料とし
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岡山県版レッドデータブック2009

　県立自然公園や県自然環境保全地域等を指定し、これらの保護と適正な利用を推進しています。また、中国自然歩道を整備
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すばらしい自然を守るために

●自然保護センター利用者数 ●里山ふれあいの森づくり活動参加者数

目標1,134万人

30,000人
23,889人23,077人

H18 H22 H24

目標
7,000人9,644人

4,837人

H18 H22 H24

目標

⬇

スイゲンゼニタナゴ
　岡山県絶滅危惧Ⅰ類

フサヒゲルリカミキリ ⬇

岡山県絶滅危惧Ⅰ類
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おかやま環境レポート2011

　協働による美しい環境の創出と環境保全意識の高揚を目
指して、住民グループと県、市町村との連携による道路、
河川、海岸、公園及び児島湖の環境美化活動（アダプト事
業）を推進しています。

地域ぐるみで街や川・海をクリーンアップ。

●アダプト参加人数

　環境保全を推進するために、県民一人ひとりが、身近な生
活環境や地球環境について学び、考え、実践することが大切で
す。県では、環境学習の推進やこどもエコクラブの活動支援を
通じて、県民全体の環境保全意識の高揚を図っています。

みんなの心に、
環境への思いやりが育っています

●環境学習エコツアー参加者数（累計）

　平成21年度に導入された「さんよう号」は、様々な環
境学習機材を搭載しており、自転車型発電機による発電
体験や小型顕微鏡による自然観察、太陽光による調理体
験（エコクッキング）など、多種多様な体験を行うこと
ができます。導入２年目の平成22年度は、環境学習出前
講座や環境イベント、学校や地域団体への貸し出し等、
合計45回出動しました。

移動環境学習車「さんよう号」

●こどもエコクラブ会員数（累計）

参加と協働による
快適な環境の保全

推  進
目  標

1

推  進
目  標

1
　都市・生活型公害や地球温暖化など、今日の環境問
題の多くは私たちのライフスタイルと密接に関係して
います。身近な地域の環境を安全で快適に保つために
は、私たち一人ひとりが環境保全に対する理解や認識
を高め、着実に実践していくことが必要です。県で
は、行政はもちろん、県民、事業者、環境NPO、ボラ
ンティア等の多様な主体の参加と協働による環境保全
活動の促進や環境学習の機会拡大、快適な環境の保全
を推進しています。

　環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001や、中小企業等でも取り組み
やすい「エコアクション21」の普及拡大に取り組んでいます。また、グリーン調達や
ゼロエミッションに積極的な事業所を「岡山エコ事業所」として認定・公表していま
す。

環境にやさしい事業所づくりの推進

●エコアクション21
　認証・登録事業所の数

●岡山エコ事業所の数

　産学官で構成する「中四国環境ビジネスネット」（B－net）を
設置し、再資源化の技術と廃棄物排出企業のニーズのマッチングを
推進しています。このような広域的な取組により、環境関連企業間
や大学等との情報交流を活性化し、県内産業廃棄物等の再資源化や
新商品の開発等による環境産業の振興を図っています。

http://www.optic.or.jp/jyunkan/

循環型社会をつくるための取り組み

環境と経済が好循環
する仕組みづくり

推  進
目  標

2

推  進
目  標

2
　持続可能な社会を構築するためには、環境と経済
の対立関係を断ち切り、環境と経済が好循環する仕
組みをつくる必要があります。県では、環境マネジ
メントシステムやCSRの普及を通じ、環境に配慮し
た事業者の育成を図ります。また、環境に配慮した
製品や省エネ機器の普及、リサイクルビジネスやバ
イオ関係分野等の環境産業の創出・育成等、環境ビ
ジネスの拡大に向けて取り組みます。

私たちの生活に身近な環境の保全に大
きな役割を果たす地域コミュニティの
活力低下が懸念されており、地域社会
の活力や地域住民のきずなを一層強化

していくことが求められています。また、地球
温暖化対策や３Rは一人ひとりの着実な実践が
重要です。県民、事業者、ボランティアなど多
様な主体と行政の協働や、環境学習の充実が求
められています。

現状と
課題

■環境NPO等との協働
■環境学習の推進
■教職員に対する環境研修の実施
■環境学習の機会の提供　　　　　　
■景観の保全と創造　　
■快適な生活環境の保全

●環境パートナーシップの形成促進
●イベント等のエコ化の推進
●環境学習エコツアーの実施
●こどもエコクラブの活動支援
●学校内への快適空間の整備　　
　　　　　　　　　　　　　　など

私たちの生活に身近な環境の保全に大
きな役割を果たす地域コミュニティの
活力低下が懸念されており、地域社会
の活力や地域住民のきずなを一層強化

していくことが求められています。また、地球
温暖化対策や３Rは一人ひとりの着実な実践が
重要です。県民、事業者、ボランティアなど多
様な主体と行政の協働や、環境学習の充実が求
められています。

現状と
課題

■環境NPO等との協働
■環境学習の推進
■教職員に対する環境研修の実施
■環境学習の機会の提供　　　　　　
■景観の保全と創造　　
■快適な生活環境の保全

●環境パートナーシップの形成促進
●イベント等のエコ化の推進
●環境学習エコツアーの実施
●こどもエコクラブの活動支援
●学校内への快適空間の整備　
　　　　　　　　　　　　　など

主要
施策

重点
プログラム

H18 H22 H24

40,000人42,512人

31,120人 目標

H18 H22 H24

36,000人

23,822人
5,848人

目標

H24

17,600人

H22

13,466人

H17

2,321人

目標
「企業は経済面だけでなく、社会や環
境の面などにも責任を持つべきであ
る」というCSR（企業の社会的責任）
の考え方に基づき、環境に配慮した事

業活動の実施を社会的に評価する動きが高まり
つつあります。また、環境に配慮した事業活動
を社会や市場が正当に評価する仕組みづくりに
より、環境をビジネスを発展させ、環境改善に
つなげようとする取組が始まっています。

現状と
課題

■環境マネジメントシステムやCSRの普及
■グリーン購入等の推進
■省エネルギー機器等の普及促進
■安全・安心な農林水産物の生産
■環境・バイオ関連分野の研究開発支援
■リサイクルビジネスの育成
■環境影響評価の推進

●岡山県エコ製品の認定・公表
●省エネ住宅・省エネ家電の普及拡大
●有機無農薬農産物等の生産振興
●産学官による共同開発研究
●循環型社会推進モデル事業の推進
●木質バイオマスの利活用促進　など

「企業は経済面だけでなく、社会や環
境の面などにも責任を持つべきであ
る」というCSR（企業の社会的責任）
の考え方に基づき、環境に配慮した事

業活動の実施を社会的に評価する動きが高まり
つつあります。また、環境に配慮した事業活動
を社会や市場が正当に評価する仕組みづくりに
より、環境をビジネスを発展させ、環境改善に
つなげようとする取組が始まっています。

現状と
課題

■環境マネジメントシステムやCSRの普及
■グリーン購入等の推進
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■安全・安心な農林水産物の生産
■環境・バイオ関連分野の研究開発支援
■リサイクルビジネスの育成
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●岡山県エコ製品の認定・公表
●省エネ住宅・省エネ家電の普及拡大
●有機無農薬農産物等の生産振興
●産学官による共同開発研究
●循環型社会推進モデル事業の推進
●木質バイオマスの利活用促進　など

主要
施策

重点
プログラム

H18 H22 H24

200か所

84か所25か所
目標

H18 H22 H24

250か所273か所

203か所 目標

産業廃棄物
排出処理企業
・排出状況把握
・処理状況把握
・課題抽出
・ニーズ把握
・技術シーズ把握

など

大学・研究機関など
・新規技術の

開発研究
・技術移転 など

企業
・新技術の開発
・施設整備
・事業化 など

環境サポーター
環境産業推進員

マッチング
橋渡し役

委員会

地域ミニエコタウン事業
おかやまNetas

B-net
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■環境マネジメントシステムやCSRの普及
■グリーン購入等の推進
■省エネルギー機器等の普及促進
■安全・安心な農林水産物の生産
■環境・バイオ関連分野の研究開発支援
■リサイクルビジネスの育成
■環境影響評価の推進

●岡山県エコ製品の認定・公表
●省エネ住宅・省エネ家電の普及拡大
●有機無農薬農産物等の生産振興
●産学官による共同開発研究
●循環型社会推進モデル事業の推進
●木質バイオマスの利活用促進　など

主要
施策

重点
プログラム

H18 H22 H24

200か所

84か所25か所
目標

H18 H22 H24

250か所273か所

203か所 目標

産業廃棄物
排出処理企業
・排出状況把握
・処理状況把握
・課題抽出
・ニーズ把握
・技術シーズ把握

など

大学・研究機関など
・新規技術の

開発研究
・技術移転 など

企業
・新技術の開発
・施設整備
・事業化 など

環境サポーター
環境産業推進員

マッチング
橋渡し役

委員会

地域ミニエコタウン事業
おかやまNetas

B-net
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おかやま環境レポート

岡山県環境文化部環境企画課
〒750-8570　岡山市北区内山下2-4-6
TEL 086-226-7285  FAX 086-233-7677
e-mail kanki@pref.okayama.lg.jp
岡山県のホームページ http://www.pref.okayama.jp/

2011

THE ENVIRONMENT OF OKAYAMA

古紙配合率70％の再生紙を
使用しています

2011

平成23年度おかやま・もったいない！小学生ポスター（絵画）コンクール
岡山県知事賞受賞作品

低学年の部

〈お問い合せ先〉
○地域から取り組む地球環境の保全
　環境文化部環境企画課　　　　TEL 086-226-7285 e-mail kanki@pref.okayama.lg.jp
　環境文化部地球温暖化対策室　TEL 086-226-7297 e-mail ontai@pref.okayama.lg.jp
※アースキーパーメンバーシップについては、
　岡山県地球温暖化防止活動推進センター　
　TEL 086-224-7272 e-mail stopco2@kankyo.or.jp
○循環型社会の形成
　環境文化部循環型社会推進課　TEL 086-226-7306 e-mail junkan@pref.okayama.lg.jp
○安全な生活環境の確保
　環境文化部環境管理課　　　　TEL 086-226-7301 e-mail kankanri@pref.okayama.lg.jp
○自然と共生した社会の形成
　環境文化部自然環境課　　　　TEL 086-226-7309 e-mail sizen@pref.okayama.lg.jp
○参加と協働による快適な環境の保全
○環境と経済が好循環する仕組みづくり
　環境文化部環境企画課　　　　TEL 086-226-7285 e-mail kanki@pref.okayama.lg.jp

中学年の部

高学年の部


